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運用報告書（全体版）
第 ₃ 期

（決算日 2₀15年 ₃ 月1₀日）

受益者のみなさまへ

毎々、格別のご愛顧にあずかり厚くお礼申
し上げます。

さて、「ダイワ米国国債ファンド －ラダー
10－（為替ヘッジあり／為替ヘッジなし）」
は、このたび、第 ₃ 期の決算を行ないまし
た。

ここに、期中の運用状況をご報告申し上げ
ます。

今後とも一層のお引立てを賜りますよう、
お願い申し上げます。

<5611>
<5612>

ダイワ米国国債ファンド
－ラダー10－

（為替ヘッジあり／為替ヘッジなし）

★当ファンドの仕組みは次の通りです。
商 品 分 類 追加型投信／海外／債券
信 託 期 間 約 ₉ 年11カ月間（2013年 ₉ 月27日～2023年 ₉ 月 ₈ 日）

運 用 方 針 安定した収益の確保と信託財産の着実な成長を
めざして運用を行ないます。

主要投資対象

ベビーファンド ダイワ米国トレジャリー・マザー
ファンドの受益証券

ダ イ ワ 米 国
トレジャリー・
マザーファンド

米国国債

マザーファンド
の運 用 方 法

①主として、米国国債に投資し、残存期間の異
なる債券の利息収入を幅広く確保することをめ
ざして運用を行ないます。
②米国国債への投資にあたっては、残存期間が
最長₁₀年程度までの国債を、残存期間ごとの国
債の投資金額がほぼ同程度となるように組入れ
ることをめざします。国債の償還金または償還
が見込まれる国債の売却代金を再投資するにあ
たっては、残存期間が₁₀年程度までの国債のう
ち、期間が最長のものに投資します（残存期間
ごとの国債の投資金額の平準化にも利用するこ
とがあります。）。
③外貨建資産の組入比率は、通常の状態で高位
に維持することを基本とします。
④外貨建資産については、為替変動リスクを回
避するための為替ヘッジは原則として行ないま
せん。
　※ ベビーファンド「ダイワ米国国債ファンド 

－ラダー₁₀－ （為替ヘッジあり）」におい
ては、保有実質外貨建資産について、為替
変動リスクを低減するため、為替ヘッジを
行ないます。

⑤運用の効率化を図るため、債券先物取引を利
用することがあります。このため、米国国債の
組入総額および債券先物取引の買建玉の時価総
額の合計額が、信託財産の純資産総額を超える
ことがあります。

組 入 制 限

ベ ビ ー フ ァ ン ド の
マザーファンド組入上限比率 無制限

マ ザ ー フ ァ ン ド の
株 式 組 入 上 限 比 率 純資産総額の₁₀％以下

分 配 方 針

分配対象額は、経費控除後の配当等収益と売買
益（評価益を含みます。）等とし、原則として、
経費控除後の配当等収益等の中から分配するこ
とをめざします。ただし、分配対象額が少額の
場合には、分配を行なわないことがあります。

当ファンドは、ファミリーファンド方式で運用を行ないます。
ファミリーファンド方式とは、受益者からの資金をまとめてベ
ビーファンド（当ファンド）とし、その資金を主としてマザー
ファンドの受益証券に投資して、実質的な運用をマザーファンド
で行なう仕組みです。



ダイワ米国国債ファンド －ラダー10－（為替ヘッジあり）

★ダイワ米国国債ファンド －ラダー1₀－（為替ヘッジあり）
■設定以来の運用実績

決　　算　　期
基　　 準　　 価　　 額 シティ米国国債インデックス

（米ドルベース） 公 社 債
組入比率

債　　券
先物比率

純資産
総　額

（分配落） 税込み
分配金

期　中
騰落率 （参考指数） 期　中

騰落率
円 円 ％ ％ ％ ％ 百万円

₁ 期末（2014年 ₃ 月10日） ₉, ₉₅₂ ₆₀ ₀. ₁ ₁₀, ₀₄₀ ₀. ₄ ₉₉. ₉ ― ₃, ₄₂₉
₂ 期末（2014年 ₉ 月10日） ₉, ₉₇₂ ₇₀ ₀. ₉ ₁₀, ₂₂₃ ₁. ₈ ₉₉. ₁ ― ₄, ₇₉₀
₃ 期末（2015年 ₃ 月10日） ₁₀, ₀₀₅ ₁₀₀ ₁. ₃ ₁₀, ₄₄₀ ₂. ₁ ₉₈. ₉ ― ₉, ₂₁₉

（注 ₁ ）基準価額の騰落率は分配金込み。
（注 ₂ ） シティ米国国債インデックス（米ドルベース）は、シティ米国国債インデックス（米ドルベース）の原データに基づき、当ファンド設定日を

₁₀, ₀₀₀として大和投資信託が計算したものです。
（注 ₃ ）海外の指数は、基準価額への反映を考慮して、現地前営業日の終値を採用しています。
（注 ₄ ）公社債および債券先物の組入比率は、マザーファンドの組入比率を当ファンドベースに換算したものを含みます。
（注 ₅ ） 公社債組入比率は新株予約権付社債券（転換社債券）および債券先物を除きます。
（注 ₆ ） 債券先物比率は買建比率－売建比率です。

■当期中の基準価額と市況の推移
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（注）期末の基準価額は分配金込みです。
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ダイワ米国国債ファンド －ラダー10－（為替ヘッジあり）

《運用経過》

◆基準価額等の推移について
【基準価額・騰落率】

期首：₉, ₉₇₂円　期末：₁₀, ₀₀₅円（分配金₁₀₀円）　騰落率：₁. ₃％（分配金込み）
【基準価額の主な変動要因】

米国国債に投資した結果、金利低下（債券は価格上昇）したことや債券の利息収入を得たことがプラスの寄与となり、基
準価額は値上がりしました。

◆投資環境について
○米国債券市況

米国の金利は低下しました。
期首から₂₀₁₅年 ₁ 月末にかけて、ＩＭＦ（国際通貨基金）の世界経済見通しの下方修正やエボラ出血熱の感染拡大、原油

価格の下落による世界的なデフレ懸念、ギリシャの政局不安、ＥＣＢ（欧州中央銀行）による追加金融緩和期待などを背景
に、米国の金利は低下しました。しかし ₁ 月末以降は、原油価格の下げ止まりから過度のデフレ懸念が後退し、また、堅調
な雇用統計を受けて米国の金利は低下幅を縮小しました。

◆前期における「今後の運用方針」

「ダイワ米国トレジャリー・マザーファンド」の受益証券を通じて米国国債に投資することにより、残存期間の異なる
債券の利息収入を幅広く確保することをめざして運用を行ないます。また、当ファンドにおいて、為替変動リスクを低減
するため、為替ヘッジを行ないます。

年　　月　　日
基　 準　 価　 額 シティ米国国債インデックス

（米ドルベース） 公 社 債
組入比率

債　　券
先物比率

騰　落　率 （参考指数） 騰　落　率
円 ％ ％ ％ ％

（期首）₂₀₁₄年 ₉ 月₁₀日 ₉, ₉₇₂ ― ₁₀, ₂₂₃ ― ₉₉. ₁ ―
₉ 月末 ₉, ₉₈₂ ₀. ₁ ₁₀, ₂₄₃ ₀. ₂ ₉₉. ₁ ―
₁₀月末 ₁₀, ₀₈₁ ₁. ₁ ₁₀, ₃₄₅ ₁. ₂ ₉₈. ₁ ―
₁₁月末 ₁₀, ₁₀₄ ₁. ₃ ₁₀, ₃₉₃ ₁. ₇ ₉₈. ₃ ―
₁₂月末 ₁₀, ₀₇₇ ₁. ₁ ₁₀, ₄₀₆ ₁. ₈ ₉₈. ₅ ―

₂₀₁₅年 ₁ 月末 ₁₀, ₂₆₉ ₃. ₀ ₁₀, ₆₅₃ ₄. ₂ ₉₆. ₅ ―
₂ 月末 ₁₀, ₁₆₉ ₂. ₀ ₁₀, ₅₂₁ ₂. ₉ ₉₈. ₃ ―

（期末）₂₀₁₅年 ₃ 月₁₀日 ₁₀, ₁₀₅ ₁. ₃ ₁₀, ₄₄₀ ₂. ₁ ₉₈. ₉ ―
（注）期末基準価額は分配金込み、騰落率は期首比。
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ダイワ米国国債ファンド －ラダー10－（為替ヘッジあり）

◆ポートフォリオについて
○当ファンド

「ダイワ米国トレジャリー・マザーファンド」を高位に組入れました。保有実質外貨建資産については、為替変動リ
スクを低減するため、為替ヘッジを行ないました。

○ダイワ米国トレジャリー・マザーファンド
米国国債に投資し、残存期間の異なる債券の利息収入を幅広く確保することをめざして運用を行ないました。
米国国債への投資にあたっては、残存期間が最長₁₀年程度までの国債を、残存期間ごとの国債の投資金額がほぼ同程度

となるように組入れました。
外貨建資産の組入比率は、通常の状態で高位に維持しました。

◆ベンチマークとの差異について
当ファンドは運用の評価または目標基準となるベンチマークを設けておりません。
以下のグラフは、当ファンドの基準価額と参考指数との騰落率の対比です。

（％）
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当　期

（2014. 9. 10～2015. 3. 10）

基準価額
シティ米国国債インデックス
（米ドルベース）

◆分配金について
【収益分配金】

当期の ₁ 万口当り分配金（税込み）は₁₀₀円といたしました。

■分配原資の内訳（ 1 万口当り）

項 目
当 期

₂₀₁₄年 ₉ 月₁₁日
～₂₀₁₅年 ₃ 月₁₀日

当 期 分 配 金 （ 税 込 み ） （円） ₁₀₀
対 基 準 価 額 比 率 （％） ₀. ₉₉
当 期 の 収 益 （円） ₉₀
当 期 の 収 益 以 外 （円） ₁₀

翌 期 繰 越 分 配 対 象 額 （円） ₇₄
（注 ₁ ） 「当期の収益」は「経費控除後の配当等収益」および「経費控除後の有価

証券売買等損益」から分配に充当した金額です。また、「当期の収益以外」
は「収益調整金」および「分配準備積立金」から分配に充当した金額です。

（注 ₂ ） 円未満は切捨てており、当期の収益と当期の収益以外の合計が当期分配金
（税込み）に合致しない場合があります。

（注 ₃ ） 当期分配金の対基準価額比率は当期分配金（税込み）の期末基準価額（分
配金込み）に対する比率で、ファンドの収益率とは異なります。
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ダイワ米国国債ファンド －ラダー10－（為替ヘッジあり）

【決定根拠、留保益の今後の運用方針】
収益分配金の決定根拠は下記の「収益分配金の計算過程（ ₁ 万口当り）」をご参照ください。
なお、留保益につきましては、運用方針に基づき運用させていただきます。

■収益分配金の計算過程（ 1 万口当り）
項 目 当 期

（ａ）経 費 控 除 後 の 配 当 等 収 益 ₉₂. ₁₈円
（ｂ）経費控除後の有価証券売買等損益  ₀. ₀₀
（ｃ）収 益 調 整 金 ₇₆. ₅₄
（ｄ）分 配 準 備 積 立 金 ₅. ₆₁
（ｅ）当期分配対象額（ａ＋ｂ＋ｃ＋ｄ） ₁₇₄. ₃₃
（ｆ）分 配 金 ₁₀₀. ₀₀
（ｇ）翌 期 繰 越 分 配 対 象 額（ ｅ － ｆ ） ₇₄. ₃₃
（注）下線を付した該当項目から分配金を計上しています。

《今後の運用方針》

○当ファンド
「ダイワ米国トレジャリー・マザーファンド」を高位に組入れることをめざします。保有実質外貨建資産については、為

替変動リスクを低減するため、為替ヘッジを行ないます。
○ダイワ米国トレジャリー・マザーファンド

米国国債に投資し、残存期間の異なる債券の利息収入を幅広く確保することをめざして運用を行ないます。
米国国債への投資にあたっては、残存期間が最長₁₀年程度までの国債を、残存期間ごとの国債の投資金額がほぼ同程度と

なるように組入れます。
外貨建資産の組入比率は、通常の状態で高位に維持します。
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ダイワ米国国債ファンド －ラダー10－（為替ヘッジあり）

■売買および取引の状況
親投資信託受益証券の設定・解約状況

（₂₀₁₄年 ₉ 月₁₁日から₂₀₁₅年 ₃ 月₁₀日まで）
設 定 解 約

口 数 金 額 口 数 金 額
ダ イ ワ 米 国
トレジャリー・
マザーファンド

千口 千円 千口 千円

₉, ₈₀₃, ₄₁₀ ₁₁, ₄₆₀, ₀₀₀ ₇, ₀₀₈, ₂₃₃ ₈, ₁₅₃, ₀₀₀ 

（注）単位未満は切捨て。

■利害関係人との取引状況

当期中における利害関係人との取引はありません。

■投資信託財産の構成
₂₀₁₅年 ₃ 月₁₀日現在

項 目 当　　　期　　　末
評　価　額 比　　 率

千円 ％
ダイワ米国トレジャリー・マザーファンド ₉, ₁₉₃, ₅₄₉ ₉₆. ₇ 

コ ー ル ・ ロ ー ン 等、 そ の 他 ₃₁₇, ₇₉₅ ₃. ₃ 

投 資 信 託 財 産 総 額 ₉, ₅₁₁, ₃₄₄ ₁₀₀. ₀ 
（注 ₁ ）評価額の単位未満は切捨て。
（注 ₂ ） 外貨建資産は、期末の時価を対顧客直物電信売買相場の仲値をもとに投資

信託協会が定める計算方法により算出されるレートで邦貨換算したもので
す。なお、 ₃ 月₁₀日における邦貨換算レートは、 ₁ アメリカ・ドル＝
₁₂₁. ₄₇円です。

（注 ₃ ） ダイワ米国トレジャリー・マザーファンドにおいて、当期末における外貨
建純資産（₁₄, ₇₄₀, ₃₁₃千円）の投資信託財産総額（₁₄, ₉₉₃, ₈₄₃千円）に対
する比率は、₉₈. ₃% です。

■組入資産明細表
親投資信託残高

種 類 期　　首 当 期 末
口　　数 口　　数 評 価 額

千口 千口 千円
ダイワ米国トレジャリー・
マ ザ ー フ ァ ン ド ₄, ₃₂₁, ₁₂₄ ₇, ₁₁₆, ₃₀₁ ₉, ₁₉₃, ₅₄₉ 

（注）単位未満は切捨て。

■ 1 万口当りの費用の明細

項　　　目
当期

項　　目　　の　　概　　要（₂₀₁₄. ₉. ₁₁～₂₀₁₅. ₃. ₁₀）
金　額 比　率

信託報酬  ₃₅円 ₀. ₃₄₃％ 信託報酬＝期中の平均基準価額×信託報酬率 
　　　　　期中の平均基準価額（月末値の平均値）は₁₀, ₁₁₂円です。

（投信会社）  （₁₆）  （₀. ₁₆₁） 投信会社分は、ファンドの運用と調査、受託銀行への運用指図、基準価額の計算、目論見書・運用報告書の作成等の対価
（販売会社）  （₁₆）  （₀. ₁₆₁） 販売会社分は、運用報告書等各種書類の送付、口座内での各ファンドの管理、購入後の情報提供等の対価
（受託銀行）  （₂）  （₀. ₀₂₁） 受託銀行分は、運用財産の管理、投信会社からの指図の実行の対価

売買委託手数料  ― ― 売買委託手数料＝期中の売買委託手数料／期中の平均受益権総口数 
売買委託手数料は、有価証券等の売買の際、売買仲介人に支払う手数料

有価証券取引税  ― ― 有価証券取引税＝期中の有価証券取引税／期中の平均受益権口数 
有価証券取引税は、有価証券の取引の都度発生する取引に関する税金

その他費用  ₁   ₀. ₀₁₃   その他費用＝期中のその他費用／期中の平均受益権口数
（保管費用）  （₁）  （₀. ₀₀₉） 保管費用は、海外における保管銀行等に支払う有価証券等の保管および資金の送金・資産の移転等に要する費用
（監査費用）  （₀）  （₀. ₀₀₄） 監査費用は、監査法人等に支払うファンドの監査に係る費用
（その他）  （₀）  （₀. ₀₀₀） 信託事務の処理等に関するその他費用
合　　　　計  ₃₆   ₀. ₃₅₆  

（注 ₁ ） 期中の費用（消費税のかかるものは消費税を含む）は追加、解約によって受益権口数に変動があるため、項目の概要の簡便法により算出した結果です。なお、売買委託
手数料、有価証券取引税およびその他費用は、このファンドが組入れているマザーファンドが支払った金額のうち、このファンドに対応するものを含みます。 

（注 ₂ ）金額欄は各項目ごとに円未満を四捨五入してあります。
（注 ₃ ）比率欄は ₁ 万口当りのそれぞれの費用金額を期中の平均基準価額で除して100を乗じたものです。 
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■資産、負債、元本および基準価額の状況
₂₀₁₅年 ₃ 月₁₀日現在

項 目 当 期 末
（Ａ）資 産 1₈， 529， ₇1₇， 66₈円

コ ー ル   ・ ロ ー ン 等 ₁₁₇, ₇₉₅, ₆₈₉  
ダ イ ワ 米 国 ト レ ジ ャ リ ー・
マ ザ ー フ ァ ン ド（評価額） ₉, ₁₉₃, ₅₄₉, ₃₀₉  

未 収 入 金 ₉, ₂₁₈, ₃₇₂, ₆₇₀  
（Ｂ）負 債 9， ₃1₀， ₃9₃， 15₈  

未 払 金 ₉, ₁₈₅, ₄₂₃, ₀₀₀  
未 払 収 益 分 配 金 ₉₂, ₁₅₀, ₂₉₂  
未 払 信 託 報 酬 ₃₂, ₄₃₉, ₈₀₇  
そ の 他 未 払 費 用 ₃₈₀, ₀₅₉  

（Ｃ）純 資 産 総 額（Ａ－Ｂ） 9， 219， ₃2₄， 51₀  
元 本 ₉, ₂₁₅, ₀₂₉, ₂₉₂  
次 期 繰 越 損 益 金 ₄, ₂₉₅, ₂₁₈  

（Ｄ）受 益 権 総 口 数 9， 215， ₀29， 292口
1 万口当り基準価額（Ｃ／Ｄ） 1₀， ₀₀5円

＊ 期首における元本額は₄, ₈₀₃, ₈₁₇, ₃₄₉円、当期中における追加設定元本額は
₁₂, ₃₅₅, ₄₄₀, ₆₂₃円、同解約元本額は₇, ₉₄₄, ₂₂₈, ₆₈₀円です。

＊当期末の計算口数当りの純資産額は₁₀, ₀₀₅円です。

■損益の状況
当期　自₂₀₁₄年 ₉ 月₁₁日　至₂₀₁₅年 ₃ 月₁₀日

項 目 当 期
（Ａ）配 当 等 収 益 ₄₄， 1₇₃円

受 取 利 息 ₄₄, ₁₇₃
（Ｂ）有価証券売買損益 11₃， ₀6₄， ₄₃2

売 買 益 ₁, ₅₂₁, ₅₀₂, ₆₀₅
売 買 損 △ ₁, ₄₀₈, ₄₃₈, ₁₇₃

（Ｃ）信 託 報 酬 等 △ ₃2， ₈₄1， ₄66
（Ｄ）当 期 損 益 金（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） ₈₀， 26₇， 1₃9
（Ｅ）前期繰越損益金 △ 12， ₄₃5， 91₀
（Ｆ）追加信託差損益金 2₈， 61₄， 2₈1

（配 当 等 相 当 額）（ ₇₀, ₅₃₁, ₉₃₈）
（売 買 損 益 相 当 額）（△ ₄₁, ₉₁₇, ₆₅₇）

（Ｇ）合 計（Ｄ＋Ｅ＋Ｆ） 96， ₄₄5， 51₀
（Ｈ）収 益 分 配 金 △ 92， 15₀， 292

次期繰越損益金（Ｇ＋Ｈ） ₄， 295， 21₈
追 加 信 託 差 損 益 金 ₁₉, ₃₉₉, ₂₅₂

（配 当 等 相 当 額）（ ₆₁, ₃₁₆, ₉₀₉）
（売 買 損 益 相 当 額）（△ ₄₁, ₉₁₇, ₆₅₇）
分 配 準 備 積 立 金 ₇, ₁₈₃, ₀₉₃
繰 越 損 益 金 △ ₂₂, ₂₈₇, ₁₂₇

（注 ₁ ） 信託報酬等には信託報酬に対する消費税等相当額を含めて表示しておりま
す。

（注 ₂ ） 追加信託差損益金とは、追加信託金と元本との差額をいい、元本を下回る
場合は損失として、上回る場合は利益として処理されます。

（注 ₃ ） 収益分配金の計算過程は「収益分配金の計算過程（総額）」の表を参照。

■収益分配金の計算過程（総額）
項 目 当 期

（ａ）経 費 控 除 後 の 配 当 等 収 益 ₈₄, ₉₄₇, ₅₆₄円
（ｂ）経費控除後の有価証券売買等損益  ₀
（ｃ）収 益 調 整 金 ₇₀, ₅₃₁, ₉₃₈
（ｄ）分 配 準 備 積 立 金 ₅, ₁₇₀, ₇₉₂
（ｅ）当 期 分 配 対 象 額（ａ＋ｂ＋ｃ＋ｄ） ₁₆₀, ₆₅₀, ₂₉₄
（ｆ）分 配 金 ₉₂, ₁₅₀, ₂₉₂
（ｇ）翌 期 繰 越 分 配 対 象 額（ｅ－ｆ） ₆₈, ₅₀₀, ₀₀₂
（ｈ）受 益 権 総 口 数 ₉, ₂₁₅, ₀₂₉, ₂₉₂口
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【本資料は、受益者のみなさまにファンドの運用状況をお知らせするためのものであり、投資の勧誘を目的としたものではありません。】

収 益 分 配 金 の お 知 ら せ
1 万 口 当 り 分 配 金 1₀₀円

●〈分配金再投資コース〉をご利用の方の税引き分配金は、 ₃ 月₁₀日現在の基準価額（ ₁ 万口当り₁₀, ₀₀₅円）に基づいて自動的に再投資
いたしました。

分配金の課税上の取扱いについて
・分配金には、課税扱いとなる「普通分配金」と、非課税扱いとなる「元本払戻金（特別分配金）」があります。
・分配落ち後の基準価額が個別元本と同額または個別元本を上回る場合には、分配金の全額が普通分配金となります。
・分配落ち後の基準価額が個別元本を下回る場合には、下回る部分の額が元本払戻金（特別分配金）、残りの額が普通分配金です。
・元本払戻金（特別分配金）が発生した場合は、分配金発生時における個々の受益者の個別元本から当該元本払戻金（特別分配金）

を控除した額が、その後の個々の受益者の個別元本となります。
・普通分配金については、₂₀. ₃₁₅％（所得税₁₅％、復興特別所得税₀. ₃₁₅％および地方税 ₅ ％）の税率による源泉徴収が行なわれ、申

告不要制度が適用されます。なお、確定申告を行ない、申告分離課税または総合課税（配当控除の適用はありません。）を選択する
こともできます。

・法人の受益者の場合、税率が異なります。
・税法が改正された場合等には、上記の内容が変更になることがあります。くわしくは、販売会社にお問い合わせください。
・課税上の取扱いの詳細につきましては、税務専門家等にご確認されることをお勧めします。

《お知らせ》
●運用報告書（全体版）の電子交付について

　2₀1₄年12月 1 日施行の法改正により、運用報告書は「交付運用報告書」と「運用報告書（全体版）」（本書）の 2 種類になりま
したが、「運用報告書（全体版）」については、交付に代えて電子交付する旨を信託約款に定めました。

●書面決議手続きの改正について
　重大な約款変更や繰上償還の際に行なう書面決議について、2₀1₄年12月 1 日施行の法改正により以下の点が変更されたことに
伴い、信託約款の該当箇所の変更を行ないました。
・ 書面決議の可決要件が、「受益者の半数以上の賛成かつ受益者の保有する議決権の ₃ 分の 2 以上の賛成を得ること」から「受益

者の保有する議決権の ₃ 分の 2 以上の賛成を得ること」に変更されました。
・ 投資信託の併合を行なう際、すべての場合で書面決議が必要とされてきましたが、その併合が受益者の利益に及ぼす影響が軽

微なものであるときは、当該併合に関する書面決議が不要となりました。
・ 書面決議に反対した受益者による受益権買取請求の規定について、一部解約請求に応じる投資信託（当ファンドは該当します。）

には適用されなくなりました。
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★ダイワ米国国債ファンド －ラダー1₀－（為替ヘッジなし）
■設定以来の運用実績

決　　算　　期
基　　準　　価　　額 シティ米国国債インデックス

（円換算） 公 社 債
組入比率

債　　券
先物比率

純資産
総　額（分配落） 税込み

分配金
期　中
騰落率 （参考指数） 期　中

騰落率
円 円 ％ ％ ％ ％ 百万円

₁ 期末（2014年 ₃ 月10日） ₁₀, ₄₈₄ ₆₀ ₅. ₄ ₁₀, ₄₇₃ ₄. ₇ ₉₉. ₁ ― ₁, ₉₈₀
₂ 期末（2014年 ₉ 月10日） ₁₀, ₇₈₉ ₁₀₀ ₃. ₉ ₁₀, ₉₆₃ ₄. ₇ ₉₈. ₇ ― ₃, ₄₉₄
₃ 期末（2015年 ₃ 月10日） ₁₂, ₃₆₅ ₁₄₀ ₁₅. ₉ ₁₂, ₈₁₅ ₁₆. ₉ ₉₈. ₇ ― ₅, ₅₉₈

（注 ₁ ）基準価額の騰落率は分配金込み。
（注 ₂ ） シティ米国国債インデックス（円換算）は、シティ米国国債インデックス（米ドルベース）をもとに円換算し、当ファンド設定日を₁₀, ₀₀₀と

して大和投資信託が計算したものです。
（注 ₃ ）海外の指数は、基準価額への反映を考慮して、現地前営業日の終値を採用しています。
（注 ₄ ）公社債および債券先物の組入比率は、マザーファンドの組入比率を当ファンドベースに換算したものを含みます。
（注 ₅ ） 公社債組入比率は新株予約権付社債券（転換社債券）および債券先物を除きます。
（注 ₆ ） 債券先物比率は買建比率－売建比率です。

■当期中の基準価額と市況の推移

13, 000
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10, 500

（円）
250

200
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（億円）

期　末
（2015. 3. 10）

期　首
（2014. 9. 10）

基準価額（左軸）　　　　純資産総額（右軸）

（注）期末の基準価額は分配金込みです。
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《運用経過》

◆基準価額等の推移について
【基準価額・騰落率】

期首：₁₀, ₇₈₉円　期末：₁₂, ₃₆₅円（分配金₁₄₀円）　騰落率：₁₅. ₉％（分配金込み）
【基準価額の主な変動要因】

米国国債に投資した結果、金利低下（債券は価格上昇）したことや為替相場において円安が進んだことが寄与し、基準価
額は値上がりしました。

◆投資環境について
○米国債券市況

米国の金利は低下しました。
期首から₂₀₁₅年 ₁ 月末にかけて、ＩＭＦ（国際通貨基金）の世界経済見通しの下方修正やエボラ出血熱の感染拡大、原

油価格の下落による世界的なデフレ懸念、ギリシャの政局不安、ＥＣＢ（欧州中央銀行）による追加金融緩和期待などを
背景に、米国の金利は低下しました。しかし ₁ 月末以降は、原油価格の下げ止まりから過度のデフレ懸念が後退し、ま
た、堅調な雇用統計を受けて米国の金利は低下幅を縮小しました。

○為替相場
米ドルは対円で大きく上昇（円安）しました。
期首より、エボラ出血熱の感染拡大や株式などのリスク資産価格の下落などから対円で下落（円高）する場面もありま

したが、日本の公的年金改革への期待が高まったことや₂₀₁₄年₁₀月末の日銀の追加金融緩和を受けて、米ドルは円に対し
て大きく上昇しました。₁₁月以降は、原油価格の下落やギリシャの政局不安などに左右される場面も見受けられました
が、米ドル円の下値は限定的で、期中を通しては大きく上昇しました。

年 月 日
基 準 価 額 シティ米国国債インデックス

（円換算） 公 社 債
組 入 比 率

債 券
先 物 比 率

騰 落 率 （参考指数） 騰 落 率
円 ％ ％ ％ ％

（期首）₂₀₁₄年 ₉ 月₁₀日 ₁₀, ₇₈₉ ― ₁₀, ₉₆₃ ― ₉₈. ₇ ―
₉ 月末 ₁₁, ₁₃₅ ₃. ₂ ₁₁, ₃₂₈ ₃. ₃ ₉₈. ₄ ―
₁₀月末 ₁₁, ₂₀₈ ₃. ₉ ₁₁, ₄₃₀ ₄. ₃ ₉₈. ₄ ―
₁₁月末 ₁₂, ₁₅₇ ₁₂. ₇ ₁₂, ₄₁₇ ₁₃. ₃ ₉₉. ₀ ―
₁₂月末 ₁₂, ₃₆₃ ₁₄. ₆ ₁₂, ₆₇₆ ₁₅. ₆ ₉₈. ₉ ―

₂₀₁₅年 ₁ 月末 ₁₂, ₃₇₀ ₁₄. ₇ ₁₂, ₇₃₀ ₁₆. ₁ ₉₈. ₇ ―
₂ 月末 ₁₂, ₃₅₈ ₁₄. ₅ ₁₂, ₆₈₁ ₁₅. ₇ ₉₉. ₁ ―

（期末）₂₀₁₅年 ₃ 月₁₀日 ₁₂, ₅₀₅ ₁₅. ₉ ₁₂, ₈₁₅ ₁₆. ₉ ₉₈. ₇ ―
（注）期末基準価額は分配金込み、騰落率は期首比。
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◆前期における「今後の運用方針」

「ダイワ米国トレジャリー・マザーファンド」の受益証券を通じて米国国債に投資することにより、残存期間の異なる
債券の利息収入を幅広く確保することをめざして運用を行ないます。

◆ポートフォリオについて
○当ファンド

「ダイワ米国トレジャリー・マザーファンド」を高位に組入れました。
○ダイワ米国トレジャリー・マザーファンド

米国国債に投資し、残存期間の異なる債券の利息収入を幅広く確保することをめざして運用を行ないました。
米国国債への投資にあたっては、残存期間が最長₁₀年程度までの国債を、残存期間ごとの国債の投資金額がほぼ同程度

となるように組入れました。
外貨建資産の組入比率は、通常の状態で高位に維持しました。

◆ベンチマークとの差異について
当ファンドは運用の評価または目標基準となるベンチマークを設けておりません。
以下のグラフは、当ファンドの基準価額と参考指数との騰落率の対比です。

（％）
20. 0

15. 0

10. 0

5. 0

0. 0
当　期

（2014. 9. 10～2015. 3. 10）

基準価額
シティ米国国債インデックス
（円換算）

◆分配金について
【収益分配金】

当期の ₁ 万口当り分配金（税込み）は₁₄₀円といたしました。

■分配原資の内訳（ 1 万口当り）

項 目
当 期

₂₀₁₄年 ₉ 月₁₁日
～₂₀₁₅年 ₃ 月₁₀日

当 期 分 配 金 （ 税 込 み ） （円） ₁₄₀
対 基 準 価 額 比 率 （％） ₁. ₁₂
当 期 の 収 益 （円） ₁₄₀
当 期 の 収 益 以 外 （円） ―

翌 期 繰 越 分 配 対 象 額 （円） ₂, ₃₆₄
（注 ₁ ） 「当期の収益」は「経費控除後の配当等収益」および「経費控除後の有価

証券売買等損益」から分配に充当した金額です。また、「当期の収益以外」
は「収益調整金」および「分配準備積立金」から分配に充当した金額です。

（注 ₂ ） 円未満は切捨てており、当期の収益と当期の収益以外の合計が当期分配金
（税込み）に合致しない場合があります。

（注 ₃ ） 当期分配金の対基準価額比率は当期分配金（税込み）の期末基準価額（分
配金込み）に対する比率で、ファンドの収益率とは異なります。
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【決定根拠、留保益の今後の運用方針】
収益分配金の決定根拠は下記の「収益分配金の計算過程（ ₁ 万口当り）」をご参照ください。
なお、留保益につきましては、運用方針に基づき運用させていただきます。

■収益分配金の計算過程（ 1 万口当り）
項 目 当 期

（ａ）経 費 控 除 後 の 配 当 等 収 益 ₁₄₇. ₆₈円
（ｂ）経費控除後の有価証券売買等損益 ₉₇₀. ₂₈
（ｃ）収 益 調 整 金 ₁, ₂₇₈. ₄₆
（ｄ）分 配 準 備 積 立 金 ₁₀₈. ₃₅
（ｅ）当期分配対象額（ａ＋ｂ＋ｃ＋ｄ） ₂, ₅₀₄. ₇₉
（ｆ）分 配 金 ₁₄₀. ₀₀
（ｇ）翌 期 繰 越 分 配 対 象 額（ ｅ － ｆ ） ₂, ₃₆₄. ₇₉
（注）下線を付した該当項目から分配金を計上しています。

《今後の運用方針》

○当ファンド
「ダイワ米国トレジャリー・マザーファンド」を高位に組入れることをめざします。

○ダイワ米国トレジャリー・マザーファンド
米国国債に投資し、残存期間の異なる債券の利息収入を幅広く確保することをめざして運用を行ないます。
米国国債への投資にあたっては、残存期間が最長₁₀年程度までの国債を、残存期間ごとの国債の投資金額がほぼ同程度と

なるように組入れます。
外貨建資産の組入比率は、通常の状態で高位に維持します。
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ダイワ米国国債ファンド －ラダー10－（為替ヘッジなし）

■ 1 万口当りの費用の明細

項　　　目
当期

項　　目　　の　　概　　要（₂₀₁₄. ₉. ₁₁～₂₀₁₅. ₃. ₁₀）
金　額 比　率

信託報酬  ₄₁円 ₀. ₃₄₃％ 信託報酬＝期中の平均基準価額×信託報酬率 
　　　　　期中の平均基準価額（月末値の平均値）は₁₁, ₈₈₆円です。

（投信会社）  （₁₉）  （₀. ₁₆₁） 投信会社分は、ファンドの運用と調査、受託銀行への運用指図、基準価額の計算、目論見書・運用報告書の作成等の対価
（販売会社）  （₁₉）  （₀. ₁₆₁） 販売会社分は、運用報告書等各種書類の送付、口座内での各ファンドの管理、購入後の情報提供等の対価
（受託銀行）  （₃）  （₀. ₀₂₁） 受託銀行分は、運用財産の管理、投信会社からの指図の実行の対価

売買委託手数料  ― ― 売買委託手数料＝期中の売買委託手数料／期中の平均受益権総口数 
売買委託手数料は、有価証券等の売買の際、売買仲介人に支払う手数料

有価証券取引税  ― ― 有価証券取引税＝期中の有価証券取引税／期中の平均受益権口数 
有価証券取引税は、有価証券の取引の都度発生する取引に関する税金

その他費用  ₂   ₀. ₀₁₄   その他費用＝期中のその他費用／期中の平均受益権口数
（保管費用）  （₁）  （₀. ₀₁₀） 保管費用は、海外における保管銀行等に支払う有価証券等の保管および資金の送金・資産の移転等に要する費用
（監査費用）  （₀）  （₀. ₀₀₄） 監査費用は、監査法人等に支払うファンドの監査に係る費用
（その他）  （₀）  （₀. ₀₀₀） 信託事務の処理等に関するその他費用
合　　　　計  ₄₂   ₀. ₃₅₆  

（注 ₁ ） 期中の費用（消費税のかかるものは消費税を含む）は追加、解約によって受益権口数に変動があるため、項目の概要の簡便法により算出した結果です。なお、売買委託
手数料、有価証券取引税およびその他費用は、このファンドが組入れているマザーファンドが支払った金額のうち、このファンドに対応するものを含みます。 

（注 ₂ ）金額欄は各項目ごとに円未満を四捨五入してあります。
（注 ₃ ）比率欄は ₁ 万口当りのそれぞれの費用金額を期中の平均基準価額で除して₁₀₀を乗じたものです。

■売買および取引の状況
親投資信託受益証券の設定・解約状況

（₂₀₁₄年 ₉ 月₁₁日から₂₀₁₅年 ₃ 月₁₀日まで）
設 定 解 約

口 数 金 額 口 数 金 額
ダ イ ワ 米 国
トレジャリー・
マザーファンド

千口 千円 千口 千円

₆, ₁₃₈, ₉₁₃ ₇, ₁₇₃, ₀₀₀ ₄, ₉₆₄, ₉₁₁ ₆, ₀₀₀, ₀₀₀ 

（注）単位未満は切捨て。

■利害関係人との取引状況
当期中における利害関係人との取引はありません。

■組入資産明細表
親投資信託残高

種 類 期　　首 当 期 末
口　　数 口　　数 評 価 額

千口 千口 千円
ダイワ米国トレジャリー・
マ ザ ー フ ァ ン ド ₃, ₁₃₈, ₀₇₆ ₄, ₃₁₂, ₀₇₈ ₅, ₅₇₀, ₇₇₄ 

（注）単位未満は切捨て。

■投資信託財産の構成
₂₀₁₅年 ₃ 月₁₀日現在

項 目 当　　　期　　　末
評　価　額 比　　 率

千円 ％
ダイワ米国トレジャリー・マザーファンド ₅, ₅₇₀, ₇₇₄ ₉₈. ₁ 

コ ー ル ・ ロ ー ン 等、 そ の 他 ₁₀₇, ₈₆₀ ₁. ₉ 

投 資 信 託 財 産 総 額 ₅, ₆₇₈, ₆₃₅ ₁₀₀. ₀ 
（注 ₁ ）評価額の単位未満は切捨て。
（注 ₂ ） 外貨建資産は、期末の時価を対顧客直物電信売買相場の仲値をもとに投資

信託協会が定める計算方法により算出されるレートで邦貨換算したもので
す。なお、 ₃ 月₁₀日における邦貨換算レートは、 ₁ アメリカ・ドル＝
₁₂₁. ₄₇円です。

（注 ₃ ） ダイワ米国トレジャリー・マザーファンドにおいて、当期末における外貨
建純資産（₁₄, ₇₄₀, ₃₁₃千円）の投資信託財産総額（₁₄, ₉₉₃, ₈₄₃千円）に対
する比率は、₉₈. ₃% です。
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ダイワ米国国債ファンド －ラダー10－（為替ヘッジなし）

■収益分配金の計算過程（総額）
項 目 当 期

（ａ）経 費 控 除 後 の 配 当 等 収 益 ₆₆, ₈₇₂, ₄₅₇円
（ｂ）経費控除後の有価証券売買等損益 ₄₃₉, ₃₄₁, ₈₇₁
（ｃ）収 益 調 整 金 ₅₇₈, ₈₈₄, ₈₄₄
（ｄ）分 配 準 備 積 立 金 ₄₉, ₀₆₄, ₃₈₇
（ｅ）当 期 分 配 対 象 額（ａ＋ｂ＋ｃ＋ｄ） ₁, ₁₃₄, ₁₆₃, ₅₅₉
（ｆ）分 配 金 ₆₃, ₃₉₁, ₆₀₇
（ｇ）翌 期 繰 越 分 配 対 象 額（ｅ－ｆ） ₁, ₀₇₀, ₇₇₁, ₉₅₂
（ｈ）受 益 権 総 口 数 ₄, ₅₂₇, ₉₇₁, ₉₆₁口

■資産、負債、元本および基準価額の状況
₂₀₁₅年 ₃ 月₁₀日現在

項 目 当 期 末
（Ａ）資 産 5， 6₇₈， 6₃5， 1₀1円

コ ー ル   ・ ロ ー ン 等 ₇₇, ₈₆₀, ₂₆₃  
ダ イ ワ 米 国 ト レ ジ ャ リ ー・
マ ザ ー フ ァ ン ド（評価額） ₅, ₅₇₀, ₇₇₄, ₈₃₈  

未 収 入 金 ₃₀, ₀₀₀, ₀₀₀  
（Ｂ）負 債 ₇9， ₈91， 1₈₈  

未 払 収 益 分 配 金 ₆₃, ₃₉₁, ₆₀₇  
未 払 信 託 報 酬 ₁₆, ₃₀₈, ₅₅₁  
そ の 他 未 払 費 用 ₁₉₁, ₀₃₀  

（Ｃ）純 資 産 総 額（Ａ－Ｂ） 5， 59₈， ₇₄₃， 91₃  
元 本 ₄, ₅₂₇, ₉₇₁, ₉₆₁  
次 期 繰 越 損 益 金 ₁, ₀₇₀, ₇₇₁, ₉₅₂  

（Ｄ）受 益 権 総 口 数 ₄， 52₇， 9₇1， 961口
1 万口当り基準価額（Ｃ／Ｄ） 12， ₃65円

＊ 期首における元本額は₃, ₂₃₈, ₆₆₇, ₀₅₇円、当期中における追加設定元本額は
₆, ₃₄₆, ₈₈₆, ₂₃₁円、同解約元本額は₅, ₀₅₇, ₅₈₁, ₃₂₇円です。

＊当期末の計算口数当りの純資産額は₁₂, ₃₆₅円です。

■損益の状況
当期　自₂₀₁₄年 ₉ 月₁₁日　至₂₀₁₅年 ₃ 月₁₀日

項 目 当 期
（Ａ）配 当 等 収 益 ₄， ₃₃₇円

受 取 利 息 ₄, ₃₃₇
（Ｂ）有価証券売買損益 522， ₇₀9， 5₇2

売 買 益 ₈₂₃, ₇₂₂, ₀₃₇
売 買 損 △ ₃₀₁, ₀₁₂, ₄₆₅

（Ｃ）信 託 報 酬 等 △ 16， ₄99， 5₈1
（Ｄ）当 期 損 益 金（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 5₀6， 21₄， ₃2₈
（Ｅ）前期繰越損益金 ₄9， ₀6₄， ₃₈₇
（Ｆ）追加信託差損益金 5₇₈， ₈₈₄， ₈₄₄

（配 当 等 相 当 額）（ ₂₅₈, ₇₄₄, ₀₉₁）
（売 買 損 益 相 当 額）（ ₃₂₀, ₁₄₀, ₇₅₃）

（Ｇ）合 計（Ｄ＋Ｅ＋Ｆ） 1， 1₃₄， 16₃， 559
（Ｈ）収 益 分 配 金 △ 6₃， ₃91， 6₀₇

次期繰越損益金（Ｇ＋Ｈ） 1， ₀₇₀， ₇₇1， 952
追 加 信 託 差 損 益 金 ₅₇₈, ₈₈₄, ₈₄₄

（配 当 等 相 当 額）（ ₂₅₈, ₇₄₄, ₀₉₁）
（売 買 損 益 相 当 額）（ ₃₂₀, ₁₄₀, ₇₅₃）
分 配 準 備 積 立 金 ₄₉₁, ₈₈₇, ₁₀₈

（注 ₁ ） 信託報酬等には信託報酬に対する消費税等相当額を含めて表示しておりま
す。

（注 ₂ ） 追加信託差損益金とは、追加信託金と元本との差額をいい、元本を下回る
場合は損失として、上回る場合は利益として処理されます。

（注 ₃ ） 収益分配金の計算過程は「収益分配金の計算過程（総額）」の表を参照。
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ダイワ米国国債ファンド －ラダー10－（為替ヘッジなし）

【本資料は、受益者のみなさまにファンドの運用状況をお知らせするためのものであり、投資の勧誘を目的としたものではありません。】

収 益 分 配 金 の お 知 ら せ
1 万 口 当 り 分 配 金 1₄₀円

●〈分配金再投資コース〉をご利用の方の税引き分配金は、 ₃ 月₁₀日現在の基準価額（ ₁ 万口当り₁₂, ₃₆₅円）に基づいて自動的に再投資
いたしました。

分配金の課税上の取扱いについて
・分配金には、課税扱いとなる「普通分配金」と、非課税扱いとなる「元本払戻金（特別分配金）」があります。
・分配落ち後の基準価額が個別元本と同額または個別元本を上回る場合には、分配金の全額が普通分配金となります。
・分配落ち後の基準価額が個別元本を下回る場合には、下回る部分の額が元本払戻金（特別分配金）、残りの額が普通分配金です。
・元本払戻金（特別分配金）が発生した場合は、分配金発生時における個々の受益者の個別元本から当該元本払戻金（特別分配金）

を控除した額が、その後の個々の受益者の個別元本となります。
・普通分配金については、₂₀. ₃₁₅％（所得税₁₅％、復興特別所得税₀. ₃₁₅％および地方税 ₅ ％）の税率による源泉徴収が行なわれ、申

告不要制度が適用されます。なお、確定申告を行ない、申告分離課税または総合課税（配当控除の適用はありません。）を選択する
こともできます。

・法人の受益者の場合、税率が異なります。
・税法が改正された場合等には、上記の内容が変更になることがあります。くわしくは、販売会社にお問い合わせください。
・課税上の取扱いの詳細につきましては、税務専門家等にご確認されることをお勧めします。

《お知らせ》
●運用報告書（全体版）の電子交付について

　2₀1₄年12月 1 日施行の法改正により、運用報告書は「交付運用報告書」と「運用報告書（全体版）」（本書）の 2 種類になりま
したが、「運用報告書（全体版）」については、交付に代えて電子交付する旨を信託約款に定めました。

●書面決議手続きの改正について
　重大な約款変更や繰上償還の際に行なう書面決議について、2₀1₄年12月 1 日施行の法改正により以下の点が変更されたことに
伴い、信託約款の該当箇所の変更を行ないました。
・ 書面決議の可決要件が、「受益者の半数以上の賛成かつ受益者の保有する議決権の ₃ 分の 2 以上の賛成を得ること」から「受益

者の保有する議決権の ₃ 分の 2 以上の賛成を得ること」に変更されました。
・ 投資信託の併合を行なう際、すべての場合で書面決議が必要とされてきましたが、その併合が受益者の利益に及ぼす影響が軽

微なものであるときは、当該併合に関する書面決議が不要となりました。
・ 書面決議に反対した受益者による受益権買取請求の規定について、一部解約請求に応じる投資信託（当ファンドは該当します。）

には適用されなくなりました。
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ダイワ米国トレジャリー・マザーファンド

運用報告書　第 2 期　（決算日　2₀15年 ₃ 月1₀日）

（計算期間　₂₀₁₄年 ₃ 月₁₁日～₂₀₁₅年 ₃ 月₁₀日）

ダイワ米国トレジャリー・マザーファンドの第 ₂ 期にかかる運用状況をご報告申し上げます。

★当ファンドの仕組みは次の通りです。

運 用 方 針 安定した収益の確保と信託財産の着実な成長をめざして安定運用を行ないます。

主要投資対象 米国国債

運 用 方 法

①主として、米国国債に投資し、残存期間の異なる債券の利息収入を幅広く確保することをめ
ざして運用を行ないます。
②米国国債への投資にあたっては、残存期間が最長₁₀年程度までの国債を、残存期間ごとの国
債の投資金額がほぼ同程度となるように組入れることをめざします。国債の償還金または償還
が見込まれる国債の売却代金を再投資するにあたっては、残存期間が₁₀年程度までの国債のう
ち、期間が最長のものに投資します（残存期間ごとの国債の投資金額の平準化にも利用するこ
とがあります。）。
③外貨建資産の組入比率は、通常の状態で高位に維持することを基本とします。
④外貨建資産については、為替変動リスクを回避するための為替ヘッジは原則として行ないま
せん。
⑤運用の効率化を図るため、債券先物取引を利用することがあります。このため、米国国債の
組入総額および債券先物取引の買建玉の時価総額の合計額が、信託財産の純資産総額を超える
ことがあります。

株式組入制限 純資産総額の₁₀％以下

東京都千代田区丸の内一丁目 9 番 1 号
h t t p : / / w w w . d a i w a－a m . c o . j p /
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ダイワ米国トレジャリー・マザーファンド

■当期中の基準価額と市況の推移

年　月　日
基 準 価 額 シティ米国国債イン

デックス（円換算）公 社 債
組入比率

債　　券
先物比率

騰落率 （参考指数） 騰落率
円 ％ ％ ％ ％

（期首）₂₀₁₄年 ₃ 月₁₀日 ₁₀, ₆₁₆ ― ₁₀, ₄₇₃ ― ₉₉. ₆ ―
₃ 月末 ₁₀, ₅₉₀ △ ₀. ₂ ₁₀, ₄₇₁ △ ₀. ₀ ₉₉. ₃ ―
₄ 月末 ₁₀, ₅₈₃ △ ₀. ₃ ₁₀, ₄₇₃ ₀. ₀ ₉₉. ₁ ―
₅ 月末 ₁₀, ₆₂₀ ₀. ₀ ₁₀, ₄₉₈ ₀. ₂ ₉₇. ₈ ―
₆ 月末 ₁₀, ₅₆₀ △ ₀. ₅ ₁₀, ₄₃₇ △ ₀. ₃ ₉₉. ₃ ―
₇ 月末 ₁₀, ₆₉₃ ₀. ₇ ₁₀, ₅₈₃ ₁. ₀ ₉₈. ₆ ―
₈ 月末 ₁₀, ₈₈₄ ₂. ₅ ₁₀, ₇₈₇ ₃. ₀ ₉₉. ₃ ―
₉ 月末 ₁₁, ₄₂₉ ₇. ₇ ₁₁, ₃₂₈ ₈. ₂ ₉₉. ₂ ―
₁₀月末 ₁₁, ₅₄₄ ₈. ₇ ₁₁, ₄₃₀ ₉. ₁ ₉₈. ₆ ―
₁₁月末 ₁₂, ₅₃₁ ₁₈. ₀ ₁₂, ₄₁₇ ₁₈. ₆ ₉₉. ₁ ―
₁₂月末 ₁₂, ₇₅₆ ₂₀. ₂ ₁₂, ₆₇₆ ₂₁. ₀ ₉₉. ₁ ―

₂₀₁₅年 ₁ 月末 ₁₂, ₇₆₈ ₂₀. ₃ ₁₂, ₇₃₀ ₂₁. ₅ ₉₈. ₉ ―
₂ 月末 ₁₂, ₇₆₃ ₂₀. ₂ ₁₂, ₆₈₁ ₂₁. ₁ ₉₉. ₃ ―

（期末）₂₀₁₅年 ₃ 月₁₀日 ₁₂, ₉₁₉ ₂₁. ₇ ₁₂, ₈₁₅ ₂₂. ₄ ₉₉. ₂ ―
（注 ₁ ）騰落率は期首比。
（注 ₂ ） シティ米国国債インデックス（円換算）は、シティ米国国債インデックス

（米ドルベース）をもとに円換算し、当ファンド設定日を₁₀, ₀₀₀として大和
投資信託が計算したものです。

（注 ₃ ） 海外の指数は、基準価額への反映を考慮して、現地前営業日の終値を採用し
ています。

（注 ₄ ） 公社債組入比率は新株予約権付社債券（転換社債券）を除きます。
（注 ₅ ） 債券先物比率は買建比率－売建比率です。

《運用経過》
◆基準価額等の推移について
【基準価額・騰落率】

期首：₁₀, ₆₁₆円　期末：₁₂, ₉₁₉円　騰落率：₂₁. ₇％
【基準価額の主な変動要因】

米国国債に投資した結果、金利低下（債券は価格上昇）したことや
為替相場において円安が進んだことが寄与し、基準価額は値上がりし
ました。

14, 000

13, 000

12, 000

11, 000

10, 000

9, 000

（円）

期　首
（2014. 3. 10）

期　末
（2015. 3. 10）

基準価額

◆投資環境について
○米国債券市況

米国の金利は低下しました。
期首から₂₀₁₄年 ₈ 月にかけての米国債券市況は、早期利上げ観測

の高まりが金利の上昇要因となりましたが、ウクライナ、ロシア、
中東地域の地政学的リスクによる逃避需要や、ユーロ圏の利下げお
よび追加金融緩和観測の高まりなどが金利の低下要因となり、金利
は上下する展開となりました。 ₉ 月から₂₀₁₅年 ₁ 月末にかけては、
ＩＭＦ（国際通貨基金）の世界経済見通しの下方修正やエボラ出血
熱の感染拡大、原油価格の下落による世界的なデフレ懸念、ギリ
シャの政局不安、ＥＣＢ（欧州中央銀行）による追加金融緩和期待
などを背景に、米国の金利は低下しました。しかし ₁ 月末以降は、
原油価格の下げ止まりから過度のデフレ懸念が後退し、また、堅調
な雇用統計を受けて米国の金利は低下幅を縮小しました。

○為替相場
米ドルは対円で大きく上昇（円安）しました。
期首から₂₀₁₄年 ₈ 月にかけての為替相場は、米国経済指標が市場

予想を上回る場面では円安米ドル高圧力が強まりましたが、地政学
的リスクが高まる場面では円高米ドル安圧力が強まり、一進一退の
展開となりました。 ₉ 月以降は、エボラ出血熱の感染拡大や株式な
どのリスク資産価格の下落などから対円で下落（円高）する場面も
ありましたが、日本の公的年金改革への期待が高まったことや₁₀月
末の日銀の追加金融緩和を受けて、米ドルは円に対して大きく上昇
しました。₁₁月以降は、原油価格の下落やギリシャの政局不安など
に左右される場面も見受けられましたが、米ドル円の下値は限定的
で、期中を通しては大きく上昇しました。

◆前期における「今後の運用方針」
米国国債に投資し、残存期間の異なる債券の利息収入を幅広く確

保することをめざして運用を行ないます。
米国国債への投資にあたっては、残存期間が最長₁₀年程度までの

国債を、残存期間ごとの国債の投資金額がほぼ同程度となるように
組入れることをめざします。

◆ポートフォリオについて
○当ファンド

米国国債に投資し、残存期間の異なる債券の利息収入を幅広く確
保することをめざして運用を行ないました。

米国国債への投資にあたっては、残存期間が最長₁₀年程度までの
国債を、残存期間ごとの国債の投資金額がほぼ同程度となるように
組入れました。

外貨建資産の組入比率は、通常の状態で高位に維持しました。
◆ベンチマークとの差異について

当ファンドは運用の評価または目標基準となるベンチマークを設け
ておりません。

当期の当ファンドの基準価額と参考指数の騰落率は、それぞれ
₂₁. ₇％、₂₂. ₄％となりました。

《今後の運用方針》
　米国国債に投資し、残存期間の異なる債券の利息収入を幅広く確保す
ることをめざして運用を行ないます。
　米国国債への投資にあたっては、残存期間が最長₁₀年程度までの国債
を、残存期間ごとの国債の投資金額がほぼ同程度となるように組入れま
す。
　外貨建資産の組入比率は、通常の状態で高位に維持します。
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■売買および取引の状況
公　 社　 債

（₂₀₁₄年 ₃ 月₁₁日から₂₀₁₅年 ₃ 月₁₀日まで）
買 付 額 売 付 額

外
国

千アメリカ・ドル 千アメリカ・ドル

ア メ リ カ 国債証券 ₂₆₈, ₅₀₁ ₁₉₂, ₆₉₇ 
︵ ₈, ₇₆₅︶ 

（注 ₁ ）金額は受渡し代金（経過利子分は含まれておりません）。
（注 ₂ ）（　）内は償還による減少分で、上段の数字には含まれておりません。
（注 ₃ ）単位未満は切捨て。

■ 1 万口当りの費用の明細
項 目 当　　　期

売買委託手数料 ―円
有価証券取引税 ―

その他費用 2
（保管費用） （ 2）
（その他） （ 0）

合 計 2
（注 ₁ ） 期中の費用（消費税のかかるものは消費税を含む）は追加、解約によって

受益権口数に変動があるため、簡便法により算出した結果です。費用の項
目および算出法については前掲の「 ₁ 万口当りの費用の明細」の項目の概
要をご参照ください。

（注 ₂ ）各項目ごとに円未満は四捨五入してあります。 

■主要な売買銘柄
公　 社　 債

（₂₀₁₄年 ₃ 月₁₁日から₂₀₁₅年 ₃ 月₁₀日まで）
当　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　期

買　　　　　　　　　　　付 売　　　　　　　　　　　付
銘 柄 金 額 銘 柄 金 額

千円 千円
United States Treasury Note/Bond（アメリカ） ₂. ₅% ₂₀₂₄/₅/₁₅ ₉₉₅, ₂₉₈  United States Treasury Note/Bond（アメリカ） ₄. ₇₅% ₂₀₁₇/₈/₁₅ ₇₉₆, ₄₂₂ 
United States Treasury Note/Bond（アメリカ） ₄% ₂₀₁₈/₈/₁₅ ₉₄₅, ₁₁₀ United States Treasury Note/Bond（アメリカ） ₂. ₅% ₂₀₂₃/₈/₁₅ ₇₉₅, ₅₂₂ 
United States Treasury Note/Bond（アメリカ） ₄. ₇₅% ₂₀₁₇/₈/₁₅ ₉₂₉, ₅₅₆ United States Treasury Note/Bond（アメリカ） ₃. ₆₂₅% ₂₀₁₉/₈/₁₅ ₇₉₂, ₆₉₇ 
United States Treasury Note/Bond（アメリカ） ₃. ₆₂₅% ₂₀₁₉/₈/₁₅ ₉₀₀, ₅₇₄ United States Treasury Note/Bond（アメリカ） ₄% ₂₀₁₈/₈/₁₅ ₇₉₀, ₈₂₄ 
United States Treasury Note/Bond（アメリカ） ₀. ₂₅% ₂₀₁₅/₈/₁₅ ₈₇₂, ₈₇₆ United States Treasury Note/Bond（アメリカ） ₂. ₆₂₅% ₂₀₂₀/₈/₁₅ ₇₇₆, ₉₄₈ 
United States Treasury Note/Bond（アメリカ） ₄. ₈₇₅% ₂₀₁₆/₈/₁₅ ₈₆₉, ₄₃₆  United States Treasury Note/Bond（アメリカ） ₄. ₈₇₅% ₂₀₁₆/₈/₁₅ ₇₇₅, ₃₀₇ 
United States Treasury Note/Bond（アメリカ） ₂. ₁₂₅% ₂₀₂₁/₈/₁₅ ₈₆₃, ₉₄₅ United States Treasury Note/Bond（アメリカ） ₂. ₁₂₅% ₂₀₂₁/₈/₁₅ ₇₇₃, ₈₀₄ 
United States Treasury Note/Bond（アメリカ） ₂. ₆₂₅% ₂₀₂₀/₈/₁₅ ₈₆₁, ₇₅₆  United States Treasury Note/Bond（アメリカ） ₀. ₂₅% ₂₀₁₅/₈/₁₅ ₇₆₇, ₄₆₅ 
United States Treasury Note/Bond（アメリカ） ₂. ₃₇₅% ₂₀₂₄/₈/₁₅ ₈₂₆, ₁₉₆  United States Treasury Note/Bond（アメリカ） ₁. ₆₂₅% ₂₀₂₂/₈/₁₅ ₇₆₃, ₉₂₆ 
United States Treasury Note/Bond（アメリカ） ₁. ₆₂₅% ₂₀₂₂/₈/₁₅ ₈₁₉, ₆₈₇ United States Treasury Note/Bond（アメリカ） ₂. ₅% ₂₀₂₄/₅/₁₅ ₇₄₉, ₃₁₀ 

（注 ₁ ）金額は受渡し代金（経過利子分は含まれておりません）。
（注 ₂ ）単位未満は切捨て。

■組入資産明細表
（1）外国（外貨建）公社債（通貨別）

作 成 期 当 期 末

区 分 額　面　金　額
評 価 額

組入比率
うちＢＢ格
以 下 組 入
比 率

残 存 期 間 別 組 入 比 率
外 貨 建 金 額 邦貨換算金額 ₅ 年以上 ₂ 年以上 ₂ 年未満

千アメリカ・ドル 千アメリカ・ドル 千円 ％ ％ ％ ％ ％
ア メ リ カ ₁₁₅, ₇₇₀  ₁₂₀, ₅₅₂ ₁₄, ₆₄₃, ₅₂₇ ₉₉. ₂ ― ₄₉. ₆ ₂₉. ₈ ₁₉. ₉ 

（注 ₁ ）邦貨換算金額は、期末の時価を対顧客直物電信売買相場の仲値をもとに投資信託協会が定める計算方法により算出されるレートで邦貨換算したものです。
（注 ₂ ）組入比率は、純資産総額に対する評価額の割合。
（注 ₃ ）額面金額、評価額の単位未満は切捨て。
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（2）外国（外貨建）公社債（銘柄別）
当 期 末

区 分 銘 柄 種　類 年利率 額 面 金 額 評 価 額 償還年月日外 貨 建 金 額 邦貨換算金額
％ 千アメリカ・ドル 千アメリカ・ドル 千円

アメリカ United States Treasury Note/Bond 国債証券 ₄. ₅₀₀₀ ₂, ₈₄₀ ₂, ₉₂₃ ₃₅₅, ₁₃₄ ₂₀₁₅/₁₁/₁₅ 
United States Treasury Note/Bond 国債証券 ₄. ₅₀₀₀ ₃, ₀₃₅ ₃, ₁₅₄ ₃₈₃, ₂₀₅ ₂₀₁₆/₀₂/₁₅ 
United States Treasury Note/Bond 国債証券 ₅. ₁₂₅₀ ₂, ₆₇₅ ₂, ₈₂₅ ₃₄₃, ₂₁₉ ₂₀₁₆/₀₅/₁₅ 
United States Treasury Note/Bond 国債証券 ₄. ₈₇₅₀ ₂, ₇₉₅ ₂, ₉₆₉ ₃₆₀, ₆₆₀ ₂₀₁₆/₀₈/₁₅ 
United States Treasury Note/Bond 国債証券 ₄. ₆₂₅₀ ₂, ₇₄₅ ₂, ₉₂₉ ₃₅₅, ₇₉₈ ₂₀₁₆/₁₁/₁₅ 
United States Treasury Note/Bond 国債証券 ₄. ₆₂₅₀ ₃, ₀₈₅ ₃, ₃₁₈ ₄₀₃, ₁₁₇ ₂₀₁₇/₀₂/₁₅ 
United States Treasury Note/Bond 国債証券 ₄. ₅₀₀₀ ₂, ₄₉₅ ₂, ₆₉₄ ₃₂₇, ₃₀₀ ₂₀₁₇/₀₅/₁₅ 
United States Treasury Note/Bond 国債証券 ₄. ₇₅₀₀ ₃, ₀₃₀ ₃, ₃₁₀ ₄₀₂, ₁₁₀ ₂₀₁₇/₀₈/₁₅ 
United States Treasury Note/Bond 国債証券 ₄. ₂₅₀₀ ₂, ₆₈₀ ₂, ₉₀₉ ₃₅₃, ₃₇₃ ₂₀₁₇/₁₁/₁₅ 
United States Treasury Note/Bond 国債証券 ₃. ₅₀₀₀ ₂, ₉₃₅ ₃, ₁₃₈ ₃₈₁, ₁₇₄ ₂₀₁₈/₀₂/₁₅ 
United States Treasury Note/Bond 国債証券 ₃. ₈₇₅₀ ₂, ₁₃₅ ₂, ₃₁₄ ₂₈₁, ₁₁₇ ₂₀₁₈/₀₅/₁₅ 
United States Treasury Note/Bond 国債証券 ₄. ₀₀₀₀ ₃, ₂₂₀ ₃, ₅₁₆ ₄₂₇, ₀₉₈ ₂₀₁₈/₀₈/₁₅ 
United States Treasury Note/Bond 国債証券 ₃. ₇₅₀₀ ₂, ₇₇₀ ₃, ₀₀₉ ₃₆₅, ₅₆₉ ₂₀₁₈/₁₁/₁₅ 
United States Treasury Note/Bond 国債証券 ₂. ₇₅₀₀ ₃, ₀₆₅ ₃, ₂₁₉ ₃₉₁, ₀₆₆ ₂₀₁₉/₀₂/₁₅ 
United States Treasury Note/Bond 国債証券 ₃. ₁₂₅₀ ₂, ₄₁₅ ₂, ₅₇₂ ₃₁₂, ₅₂₀ ₂₀₁₉/₀₅/₁₅ 
United States Treasury Note/Bond 国債証券 ₃. ₆₂₅₀ ₂, ₉₀₅ ₃, ₁₆₁ ₃₈₄, ₀₄₆ ₂₀₁₉/₀₈/₁₅ 
United States Treasury Note/Bond 国債証券 ₃. ₃₇₅₀ ₂, ₇₈₀ ₃, ₀₀₂ ₃₆₄, ₆₇₄ ₂₀₁₉/₁₁/₁₅ 
United States Treasury Note/Bond 国債証券 ₃. ₆₂₅₀ ₃, ₀₃₅ ₃, ₃₂₂ ₄₀₃, ₆₁₀ ₂₀₂₀/₀₂/₁₅ 
United States Treasury Note/Bond 国債証券 ₃. ₅₀₀₀ ₂, ₄₉₅ ₂, ₇₁₉ ₃₃₀, ₂₉₅ ₂₀₂₀/₀₅/₁₅ 
United States Treasury Note/Bond 国債証券 ₂. ₆₂₅₀ ₂, ₈₈₀ ₃, ₀₁₁ ₃₆₅, ₈₃₄ ₂₀₂₀/₀₈/₁₅ 
United States Treasury Note/Bond 国債証券 ₂. ₆₂₅₀ ₂, ₈₈₀ ₃, ₀₀₆ ₃₆₅, ₁₆₃ ₂₀₂₀/₁₁/₁₅ 
United States Treasury Note/Bond 国債証券 ₃. ₆₂₅₀ ₃, ₀₁₅ ₃, ₃₁₅ ₄₀₂, ₇₀₈ ₂₀₂₁/₀₂/₁₅ 
United States Treasury Note/Bond 国債証券 ₃. ₁₂₅₀ ₂, ₆₀₅ ₂, ₇₉₁ ₃₃₉, ₀₉₈ ₂₀₂₁/₀₅/₁₅ 
United States Treasury Note/Bond 国債証券 ₂. ₁₂₅₀ ₃, ₀₆₀ ₃, ₀₉₄ ₃₇₅, ₉₀₅ ₂₀₂₁/₀₈/₁₅ 
United States Treasury Note/Bond 国債証券 ₂. ₀₀₀₀ ₂, ₉₈₀ ₂, ₉₈₇ ₃₆₂, ₉₁₀ ₂₀₂₁/₁₁/₁₅ 
United States Treasury Note/Bond 国債証券 ₂. ₀₀₀₀ ₃, ₁₇₅ ₃, ₁₇₉ ₃₈₆, ₂₀₇ ₂₀₂₂/₀₂/₁₅ 
United States Treasury Note/Bond 国債証券 ₀. ₂₅₀₀ ₂, ₈₁₀ ₂, ₈₁₁ ₃₄₁, ₄₇₄ ₂₀₁₅/₀₅/₁₅ 
United States Treasury Note/Bond 国債証券 ₁. ₇₅₀₀ ₃, ₁₄₀ ₃, ₀₈₇ ₃₇₅, ₀₈₀ ₂₀₂₂/₀₅/₁₅ 
United States Treasury Note/Bond 国債証券 ₀. ₂₅₀₀ ₃, ₂₀₅ ₃, ₂₀₆ ₃₈₉, ₅₃₇ ₂₀₁₅/₀₈/₁₅ 
United States Treasury Note/Bond 国債証券 ₁. ₆₂₅₀ ₂, ₉₃₀ ₂, ₈₄₈ ₃₄₅, ₉₇₇ ₂₀₂₂/₀₈/₁₅ 
United States Treasury Note/Bond 国債証券 ₁. ₆₂₅₀ ₂, ₉₅₅ ₂, ₈₆₇ ₃₄₈, ₃₄₀ ₂₀₂₂/₁₁/₁₅ 
United States Treasury Note/Bond 国債証券 ₂. ₀₀₀₀ ₃, ₂₇₅ ₃, ₂₅₉ ₃₉₅, ₉₁₆ ₂₀₂₃/₀₂/₁₅ 
United States Treasury Note/Bond 国債証券 ₁. ₇₅₀₀ ₃, ₄₂₀ ₃, ₃₂₉ ₄₀₄, ₄₈₉ ₂₀₂₃/₀₅/₁₅ 
United States Treasury Note/Bond 国債証券 ₂. ₅₀₀₀ ₂, ₄₇₅ ₂, ₅₅₀ ₃₀₉, ₇₉₅ ₂₀₂₃/₀₈/₁₅ 
United States Treasury Note/Bond 国債証券 ₂. ₇₅₀₀ ₂, ₇₃₅ ₂, ₈₇₂ ₃₄₈, ₈₈₁ ₂₀₂₃/₁₁/₁₅ 
United States Treasury Note/Bond 国債証券 ₂. ₇₅₀₀ ₃, ₁₃₅ ₃, ₂₈₉ ₃₉₉, ₅₂₁ ₂₀₂₄/₀₂/₁₅ 
United States Treasury Note/Bond 国債証券 ₂. ₅₀₀₀ ₂, ₇₀₀ ₂, ₇₇₄ ₃₃₆, ₉₆₁ ₂₀₂₄/₀₅/₁₅ 
United States Treasury Note/Bond 国債証券 ₂. ₃₇₅₀ ₂, ₇₈₀ ₂, ₈₂₄ ₃₄₃, ₀₆₅ ₂₀₂₄/₀₈/₁₅ 
United States Treasury Note/Bond 国債証券 ₂. ₂₅₀₀ ₃, ₀₃₀ ₃, ₀₄₃ ₃₆₉, ₆₆₂ ₂₀₂₄/₁₁/₁₅ 
United States Treasury Note/Bond 国債証券 ₂. ₀₀₀₀ ₃, ₄₅₀ ₃, ₃₉₀ ₄₁₁, ₉₀₁ ₂₀₂₅/₀₂/₁₅ 

合　計 銘柄数 ₄₀銘柄 
金　額 ₁₁₅, ₇₇₀ ₁₂₀, ₅₅₂ ₁₄, ₆₄₃, ₅₂₇ 

（注 ₁ ）邦貨換算金額は期末の時価を対顧客直物電信売買相場の仲値をもとに投資信託協会が定める計算方法により算出されるレートで邦貨換算したものです。
（注 ₂ ）額面金額、評価額の単位未満は切捨て。
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■投資信託財産の構成
₂₀₁₅年 ₃ 月₁₀日現在

項 目 当 期 末
評 価 額 比 率

千円 ％
公    社    債 ₁₄, ₆₄₃, ₅₂₇ ₉₇. ₇ 

コ ー ル ・ ロ ー ン 等、 そ の 他 ₃₅₀, ₃₁₆ ₂. ₃ 

投 資 信 託 財 産 総 額 ₁₄, ₉₉₃, ₈₄₃ ₁₀₀. ₀ 
（注 ₁ ）評価額の単位未満は切捨て。
（注 ₂ ） 外貨建資産は、期末の時価を対顧客直物電信売買相場の仲値をもとに投資

信託協会が定める計算方法により算出されるレートで邦貨換算したもので
す。なお、 ₃ 月₁₀日における邦貨換算レートは、 ₁ アメリカ・ドル＝
₁₂₁. ₄₇円です。

（注 ₃ ） 当期末における外貨建純資産（₁₄, ₇₄₀, ₃₁₃千円）の投資信託財産総額
（₁₄, ₉₉₃, ₈₄₃千円）に対する比率は、₉₈. ₃% です。

■資産、負債、元本および基準価額の状況
₂₀₁₅年 ₃ 月₁₀日現在

項 目 当 期 末
（Ａ）資 産 1₄, 99₃, ₈₄₃, 9₄6円

コ ー ル  ・ ロ ー ン 等 ₂₇₂, ₉₈₂, ₆₃₈  
公 社 債（評価額） ₁₄, ₆₄₃, ₅₂₇, ₆₁₄  
未 収 利 息 ₇₅, ₁₂₀, ₆₈₆  
前 払 費 用 ₂, ₂₁₃, ₀₀₈  

（Ｂ）負 債 2₃₀, ₀₀₀, ₀₀₀  
未 払 解 約 金 ₂₃₀, ₀₀₀, ₀₀₀  

（Ｃ）純 資 産 総 額（Ａ－Ｂ） 1₄, ₇6₃, ₈₄₃, 9₄6  
元 本 ₁₁, ₄₂₈, ₃₈₀, ₀₂₀  
次 期 繰 越 損 益 金 ₃, ₃₃₅, ₄₆₃, ₉₂₆  

（Ｄ）受 益 権 総 口 数 11, ₄2₈, ₃₈₀, ₀2₀口
1 万口当り基準価額（Ｃ／Ｄ） 12, 919円

＊ 期首における元本額は₅, ₀₉₈, ₅₃₂, ₃₄₅円、当期中における追加設定元本額は
₂₈, ₆₃₁, ₃₅₇, ₅₄₉円、同解約元本額は₂₂, ₃₀₁, ₅₀₉, ₈₇₄円です。

＊ 当期末における当マザーファンドを投資対象とする投資信託の元本額は、ダイワ
米国国債ファンド－ラダー₁₀－（為替ヘッジあり）₇, ₁₁₆, ₃₀₁, ₀₃₇円、ダイワ米
国国債ファンド－ラダー₁₀－（為替ヘッジなし）₄, ₃₁₂, ₀₇₈, ₉₈₃円です。

＊当期末の計算口数当りの純資産額は₁₂, ₉₁₉円です。

■損益の状況
当期　自₂₀₁₄年 ₃ 月₁₁日　至₂₀₁₅年 ₃ 月₁₀日

項 目 当 期
（Ａ）配 当 等 収 益 ₃₀₈, ₀₇5, 6₈₄円

受 取 利 息 ₃₀₈, ₀₇₅, ₆₈₄  
（Ｂ）有価証券売買損益 2, 26₀, 199, ₄₇₈  

売 買 益 ₂, ₄₁₆, ₈₅₃, ₇₃₂  
売 買 損 △  ₁₅₆, ₆₅₄, ₂₅₄  

（Ｃ）そ の 他 費 用 △  1, ₈₈₇, 9₄₇  
（Ｄ）当 期 損 益 金（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 2, 566, ₃₈₇, 215  
（Ｅ）前 期 繰 越 損 益金 ₃1₃, 92₄, ₃₈6  
（Ｆ）解 約 差 損 益 金 △  ₃, 11₄, ₄9₀, 126  
（Ｇ）追加信託差損益金 ₃, 569, 6₄2, ₄51  
（Ｈ）合 計（Ｄ＋Ｅ＋Ｆ＋Ｇ） ₃, ₃₃5, ₄6₃, 926  

次期繰越損益金（Ｈ） ₃, ₃₃5, ₄6₃, 926  
（注 ₁ ） 解約差損益金とは、一部解約時の解約価額と元本との差額をいい、元本を

下回る場合は利益として、上回る場合は損失として処理されます。
（注 ₂ ） 追加信託差損益金とは、追加信託金と元本との差額をいい、元本を下回る

場合は損失として、上回る場合は利益として処理されます。

《お知らせ》
●書面決議手続きの改正について

　重大な約款変更や繰上償還の際に行なう書面決議につい
て、2₀1₄年12月 1 日施行の法改正により以下の点が変更さ
れたことに伴い、信託約款の該当箇所の変更を行ないまし
た。
・ 書面決議の可決要件が、「受益者の半数以上の賛成かつ

受益者の保有する議決権の ₃ 分の 2 以上の賛成を得るこ
と」から「受益者の保有する議決権の ₃ 分の 2 以上の賛
成を得ること」に変更されました。

・ 投資信託の併合を行なう際、すべての場合で書面決議が
必要とされてきましたが、その併合が受益者の利益に及
ぼす影響が軽微なものであるときは、当該併合に関する
書面決議が不要となりました。

・ 書面決議に反対した受益者による受益権買取請求の規定
について、一部解約請求に応じる投資信託（当ファンド
は該当します。）には適用されなくなりました。
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